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１　基礎情報 平成30年8月1日現在

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

　　 常勤役員数 人 （うち都派遣職員 人、 都退職者 人)

　　 常勤職員数 人 （うち都派遣職員 人、 都退職者 人)

非常勤職員数 人

1,818,400

その他　　　　　　　　団体

　伊豆諸島及び小笠原諸島地域の活性化を図るため、地域の産業、観光等
の振興に関する事業を行うことによって東京都の島しょ地域の振興と豊かな地
域社会の形成に寄与することを目的とする。

0 0 0

4 0

公社の目的達成のため、主に以下の事業を実施
　(１)　地域振興に係る特産品の開発、普及、観光の振興、人材育成及び助成事業
　(２)　特産品に係る展示販売、斡旋事業
　(３)　情報・資料の収集提供及び広報事業
　(４)　地域振興に係る施設の設置・管理運営事業
　(５)　島しょ間交通網の整備に関する調査・研究及び支援事業
　(６)　アンテナショップ「東京愛らんど」における飲食事業　　　　　　　　　　　　　　他

その他資産

・ヘリコミ格納庫　東京都八丈島八丈町大賀郷2839-2
・木炭倉庫　東京都大島町岡田字沢立8-1及び8-3
・木炭倉庫　東京都大島町岡田字新開75-2
・木炭倉庫　東京都八丈島八丈町三根5015

等

2,181,600

事業概要

団体の使命

役職員数

8

0

公益財団法人　東京都島しょ振興公社

平成元年10月2日（平成23年4月１日：公益財団法人に移行）

平成元年～12年度　出損団体からの出損金受入（合計40億円）
平成12年度　通信販売事業開始
平成22年度　小笠原地区ＴＶ放送難視聴解消事業終了
平成23年度　公益財団法人化
平成26年度　財団所在地変更（H26.9）

4,000,000

団体名

設立年月日

設立後の主な沿革

基本財産

所在地

所管局 総務局

東京都港区海岸1－4－15　島嶼会館２階

※団体の統合前に都が出資（出捐）
した分も含む都出資（出捐）額

島しょ９町村

他の出資（出捐）
団体及び額

都出資（出捐）比率 45.5

１．経営情報 



※人件費は福利厚生費を除く

16,328 2.2% 51,338

※公益目的事業会計の共通収益

東京愛らんど飲食事業

法人会計

13,473 1.8% 11,857

37,312 5.1% 24,611 3.4%

1.7%

交通関連事業

0 0.0%

563,540

15,414主要事業全体像
（平成29年度決算）

(単位：千円)

構成割合経常費用構成割合経常収益区　　分

事業全体 731,808 100%

7.2%

29,904 4.2%

24,535 3.4%

563,400 77.0%

2.1%

78.7%

8,961 1.3%

25,844 3.6%

8.4%61,346

広報宣伝事業

施設等管理運営事業

基本財産運用益等※

地域振興事業

展示販売事業

716,055 100%

平成29年度 決算情報 

管理費 
24,611 

 3% 

事業費 
691,444 

97% 

人件費 
 24,494 

3% 

委託費 
45,917 

7% 
その他 
621,034 

90% 

事業費内訳（単位：千円） 

人件費 
5,745 
23% 

委託費 
344 
2% 

その他 
18,521 

75% 

管理費内訳（単位：千円） 

東京都 
2,240,000 

100% 

長期借入金内訳（単位：千円） 

経常経費内訳（単位：千円） 

82,130  
11% 

45,581 
6% 

548,445 
 75% 

24,534 
 3% 

25,623  
4% 

5,495 
 1% 

経常収益内訳（単位：千円） 

合計 
731,808 

合計 
716,055 

合計 
691,445 

合計 
24,610 

自主事業収益 

雑収益 
基本財産等運用益 

その他受取補助金 

都補助金 

都委託料収入 

※計数処理の関係で合計が合わない場合があります。 



２　平成２５年度以降の事業実施状況

≪「経常収益額」、「都財政受入額」、「職員数」の推移からの分析≫

２－１　経常収益額から見る事業動向

２－２　都財政受入額の推移から見る都施策との連動性

２－３　職員数の推移から見る経営状況　

単位：千円
・　債券及び預金利息は、市中金利水準の影響により逓減傾向
　金利の高い時期に購入した債券（10年、20年債）が償還し、現在買い直して
いる債券の金利が低いことによる
　（Ｈ25　113,959）→（Ｈ26　110,649）→（Ｈ27　112,935）→（Ｈ28　97,883）→
　（Ｈ29　82,130）
○H29とH28の主な比較は以下のとおり。
・消費税還付（H29:485、H28:1,292　△807）
・受取運営負担金は、配属した職員の給与費が減少
　（H29:25,623、H28:27,952　△2,329）
・都受取地方公共団体助成金（ヘリコミ運航助成金）が減少
　※内訳は以下の2-2参照
　（H29:548,445、H28:553,974　△5,529）

・　都派遣職員（４名）、島しょ町村派遣職員（４名）により構成されている。

・　各職員の職責は以下のとおり。

　①都派遣職員
　　→職名 ：事務局長（課長級）
　　　　　　　  企画管理課長（課長代理級）
                 業務課長（課長代理級）
                 主任（主事級）
　②町村派遣職員
　　→職名 ：主任（主事級）又は、主幹（係長級）

・　都派遣職員４名のうち主任を除く３名は管理監督的役割を担っているもの
の、少人数組織であることから、事務局長以外の２名は、他の派遣職員と均し
く各事業の実務も担当している。

単位：千円
　①都受取地方公共団体助成金（ヘリコミ運航助成金）は、燃料費や人件費の
影響により増加傾向にあるが、以下の影響によりH29は減少

　　航空保険料減（H29:15,453、H28:19,387　△3,934）
　　整備費減（H29:234,020、H28:242,550　△8,530）
　　燃料費増（H29:72,265、H28:67,100　5,165）
　　運航人件費（H29:78,271、H28:76,784　1,487）

  ②都施設管理運営委託料（備蓄木炭等保管業務委託、保管数量による単価
契約）
　（Ｈ25　23,853）→（Ｈ26　24,535）→（Ｈ27　24,602）→（Ｈ28　24,535）→
　（Ｈ29　24,535）

662  

710  
716  

757  

732  

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

経常収益額（単位：百万円） 

24  25  25  25  25  

447  480  500  
554  548  

71% 71% 
73% 

77% 
78% 

50%

55%

60%

65%

70%

75%

0

200

400

600

800

1,000

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

補助金 委託料 経常収益額に占める 

都財政受入額の割合 

都財政受入額（単位：百万円） 

4 4 4 4 4 

4 4 4 4 4 

50% 50% 50% 50% 50% 

0%
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20%

30%

40%

50%
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0
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Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

その他常勤職員 都派遣職員 職員数に占める 

都派遣職員の割合 

職員数（単位：人、％） 

8 8 8 8 8 

471 505 525 579 573 



３　主要事業分野に関する分析

　３－１　事業分野分析 （１／６）

事業
分野

事業
概要

島しょ地域の資源等を用いた特産品の開発・普及に努めるとともに、自ら実施しようとする中小企業・グループ
等に対し事業経費を補助する。また、観光振興及び人材育成を通じた島しょ地域の振興を図る。

各指標に基づく分析

事業
収益

地域振興事業に係る特産品の開発、普及、観光の振興、人材育成及び助成事業（地域振興事業）

事業
費用

再委
託費

職員
構成

・ 主な外注費は、①「愛らんどリーグ」実施に伴う現地町村
への委託費、②公社主催イベント「愛らんどフェア」実施に
係る運営委託費、③特産品開発に係る協力企業への開発
委託費等である。 
○H29とH28の主な比較は以下のとおり。 
・島しょ地域中小企業等振興補助 
 H27に交付決定した島しょ地域中小企業等振興補助を
H28に概算払いした（H29:0、H28:3,021 △3,021） 
・地域振興補助の概算払い 
 （H29:3,504、H28:5,001 △1,497） 
・委託費（ｲﾍﾞﾝﾄ「愛らんどフェア」） 
 （H29:11,000春・秋、H28:6,234秋 4,766） 
・負担金（ｲﾍﾞﾝﾄ「島じまん2016」） 
 （H29:0、H28:4,000 △4,000） 

○H29とH28の主な比較は以下のとおり。 
・地域振興補助事業等の精算 
 概算払いした補助金について、事業期間１年が終了し、
事業費が確定した際に事業者から返金された額 
 （H29:1,781、H28:215 1,566） 
・イベントの売上（H29:600、H28:534 66） 
・愛らんどリーグ（サッカー大会） 
 伊豆諸島・小笠原諸島地域力創造対策協議会からの委
託費（H29:13,947、H28:13,947 0）  
 
※H26は大島土砂災害を受けた伊豆諸島・小笠原諸島観
光振興特別PR事業負担金19,900が別途含まれている。 
 

・ 外注費のうち都受託事業の再委託はない。 

・ 地域振興補助事業、人材育成事業「愛らんどリーグ」、

観光振興事業「愛らんどフェア・島じまんの開催（公社主催

イベント）」「各種イベント参加」、特産品推進事業「デザイン

プロジェクト」「特産品開発」等に都派遣職員２名（業務課

長、研修生）及び町村派遣職員４名（全員）を担当として充

てている。 

 なお、「愛らんどリーグ」「愛らんどフェア・島じまんの開

催」「各種イベント参加」の実施においては、事務局職員全

員（８名）が対応している。 

17,492  

34,712  

14,732  14,696  16,328  

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

地域振興事業における収益（単位：千円） 

都財政受入額以外 

12,610  8,340  8,186  8,393  7,560  

15,690  
32,002  

17,029  17,391  21,307  

39,267  

44,669  

31,660  28,648  22,471  

67,567  

85,010  

56,875  54,431  51,338  

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 
その他 外注費 人件費 

地域振興事業における費用（単位：千円） 

4 4 4 4 4 

2 2 2 2 2 

33% 33% 33% 33% 33% 
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都派遣職員 その他常勤職員 職員数に占める 

都派遣職員の割合 

職員構成（単位：人） 



事業
成果
③

主な事業成果

事業
成果
①

事業
成果
②

・ 島しょ町村が参加するイベントを企画・実施し、島しょ特

産品の販売や観光情報等のＰＲを通じ、島しょ地域の認知

度の向上に寄与した。 

・島じまん来場者数は100,000人を超えており、イベントを通

じて、多くの人に対して島しょ地域のPRを行うことができて

いる。 

 

 ※来場者アンケート結果より（抜粋） 

  ・初めて来場した  ：60.1％ 

  ・島に行ってみたい：99.6％ 

・ 各種イベントにおいて、島しょ特産品の販売や観光情報

等のＰＲを行っている。近年では、年間20回以上のイベント

に参加し島しょ地域の認知度の向上に寄与している。 

・ 有望な特産品・観光資源の開発や振興、島民のニーズ
に応じた人材育成などについて積極的に実施しようという
団体・グループに対して補助を実施することで、島しょ地域
の振興を図った。 
 ※H28・H29は、公社が上乗せ補助の対象としていた東京
都中小企業振興公社のファンド事業の終了により、この補
助実績がなかったため、大幅な減少となった。（Ｈ30から再
募集開始） 

19 
22 23 

26 26 

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

イベント出展回数（単位：回） 

0 

100,609 

0 

100,650 

0 

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

島じまん来場者数（単位：人） 

[公社主催イベント] 

19,243 

16,059 
13,438 

4,738 4,431 

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

補助金交付決定額（単位：千円） 

[地域振興補助・中小企業振興補助] 

H25 H26 H27 H28 H29
地域振興に係る補助 8,315 4,541 10,417 4,738 4,431

東京都島しょ地域
中小企業等振興補助※

10,928 11,518 3,021 0 0

計 19,243 16,059 13,438 4,738 4,431



３　主要事業分野に関する分析

　３－１　事業分野分析 （２／６）

事業
分野

事業
費用

特産品に係る展示販売、斡旋事業（特産品展示販売事業）

事業
概要

島しょ地域の特産品販売促進のため、竹芝客船ターミナル内の伊豆諸島・小笠原諸島のアンテナショップ「東
京愛らんど」の運営及び特産品の展示販売を行うとともに、カタログ及びインターネットを利用した通信販売を
行う。

各指標に基づく分析

事業
収益

再委
託費

・ 都財政受入額はない。 

・ 主な収益は、「東京愛らんどショップ」と「イベント」の売

上還元収入（運営委託企業の売上額に対するマージン）及

び「通信販売事業」と「販売協力店」の売上収入である。 

・ H29の総売上額（次頁の成果①・③・⑤）は、島じまん開

催年度(H28)比較で減少（H29:99,846、H28:100,992 

△1,146千円）であるが、島じまん開催年でない年度と比較

すると、大幅な増加（H29:99,846、H27:91,761 8,085千円）

に転じている。 

・ H26は島じまん開催年度であったが、運営委託業者の

変更や店舗改修工事による休業期間があったことが影響

し、売上が落ちた。 

○H29とH28の主な比較は以下のとおり。 

・売上還元収入（H29:4,137、H28:4,136 1） 

・販売協力店等からの収益（H29:5,340、H28:6,322 △982） 

・通信販売（H29:5,739、H28:5,770 △31） 

・ 主な外注費は、①協力店注文商品の発送委託費、②「東

京愛らんどショップ」の設備点検・清掃委託費、③通信販売

注文商品の発送委託費、ショッピングサイトに対するシステ

ム利用料等である。 

○H29とH28の主な比較は以下のとおり。 

・東京愛らんど手提紙袋作成（H29:1,395、H28:2,228 △833） 

・販売商品仕入れ（H29:4,301、H28:5,086 △785） 

・不用品回収委託（H29:0、H28:166 △166） 

・通販宅配送料（H29:1,176、H28:950 226） 

・特産品カタログ作成（H29:1,199、H28:518 681） 

・ 外注費のうち都受託事業の再委託はない。 
 

 
 

12,585  12,144  
14,239  

16,427  
15,414  

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

特産品展示販売事業における収益（単位：千円） 

都財政受入額以外 

7,566  5,004  4,912  5,036  4,536  

809  
1,481  2,001  2,451  2,990  

22,830  

20,055  20,495  20,418  18,318  

31,205  

26,540  27,408  27,905  
25,844  

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

その他 外注費 人件費 

特産品展示販売事業における費用（単位：千円） 



職員
構成

各指標に基づく分析

・ 「東京愛らんどショップ」及び「通信販売事業」における

特産品販売等に都派遣職員１名（業務課長）及び町村派

遣職員１名（業務課主任）を担当として充てている。 

・ 都派遣職員においては、「東京愛らんどショップ」の運

営委託業者に対する運営指導のほか店舗改修計画の策

定等も担当している。 

1 1 1 1 1 

1 1 1 1 1 

50% 50% 50% 50% 50% 
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都派遣職員 その他常勤職員 職員数に占める 

都派遣職員の割合 

職員構成（単位：人） 



事業
成果
④

事業
成果
⑤

事業
成果
③

主な事業成果

事業
成果
①

事業
成果
②

・ 伊豆諸島・小笠原諸島のアンテナショップ「東京愛らん

ど」における島しょ特産品販売及び観光情報等のＰＲを実

施した。 

・ 平成29年度の「東京愛らんど」の来店客数は、島じまん

開催年度（Ｈ28）比較では減少したが、開催しない年度（Ｈ

27）比較では大幅な増加（3,423人）となった。引き続きショッ

プ認知度向上に向けた広報を行っていく。 

・ H26は島じまん開催年度であったが、運営委託業者の変

更や店舗改修工事による休業期間があったことが影響し、

来店客数が落ちた。 

 

・ 伊豆諸島・小笠原諸島のアンテナショップ「東京愛らん

ど」における島しょ特産品等の販売を通じ、島しょ地域の認

知度の向上や島しょ地域の産業振興に寄与した。 

・ 平成29年度の「東京愛らんど」の特産品売上は、島じま

ん開催年度（Ｈ28）から微減（△265千円）であるが、島じま

んを開催しない年度（Ｈ27）比較では、大幅な増額（8,235千

円）である。 

・ H26は島じまん開催年度であったが、運営委託業者の変

更や店舗改修工事による休業期間があったことが影響し、

売上が落ちた。 

 

・ インターネットやカタログを用いた通信販売事業による

島しょ特産品等の販売を通じ、島しょ地域特産品の認知度

の向上や島しょ地域の産業振興に寄与した。 

・ 平成27年度に売上げが倍増した要因の一つに、購入者

から受領する販売手数料を改定（一申込当たり1,000円

⇒850円）した効果が考えられる。 

・ また、平成29年度には、Yahooショッピングサイトに新規

出店したが、通販売上は前年比微減（△32千円）となった。

今後は、様々なメディアなどに宣伝し、通販売上額を向上

させていく。 
 

84,524 

70,853 

81,348 
89,848 89,583 

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

愛らんどショップ売上高（物販）（単位：千円） 

2,585 2,499 

5,288 
5,771 5,739 

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

通信販売売上高（単位：千円） 

79,857 79,679 

82,674 

92,676 

86,097 

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

愛らんどショップ来店客数（単位：人） 

・ 都内各所で開催される区民まつり等のイベントに特産品

展示販売ブースを出し、島しょ特産品販売及び観光情報等

のＰＲを実施した。 

・ 平成29年度は、新規に出店したイベントの売上が伸び

たことで、前年度比約15％増の5,131千円を達成した。 

・今後も集客のある都内イベント広場での催事に出店し、

特産品の広報宣伝、売上高の増加を目指していく。 
 

※本売上高は、事業成果①愛らんどショップ売上高の一部

である。 
 

4,247 4,323 
4,597 4,464 

5,131 

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

イベント売上高（単位：千円） 

・ 島しょ特産品を取り扱う販売店や飲料店に対して定価

の5%引で商品を提供し、またパンフレット等を陳列してもら

うことで、東京諸島の特産品認知度向上や観光宣伝に寄

与した。 

・ 平成29年度は、大口取引先であった都庁１階売店（西

洋フード）が都庁舎大規模改修に伴い閉店となったことや、

協力店からの発注が減少したことが売上減額の要因であ

る。 

・今後は、販売協力店の新規開拓を行う。また、販売協力

店に様々な島しょ特産品の情報を提供し、積極的に営業

活動を行っていく。 

4,423 

5,395 
5,125 5,373 

4,524 

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

販売協力店売上高（単位：千円） 



３　主要事業分野に関する分析

　３－１　事業分野分析 （３／６）

事業
分野

再委
託費

職員
構成

事業
費用

情報・資料の収集提供及び広報事業（広報宣伝事業）

事業
概要

島しょ地域の情報・資料の収集を行い、広告代理店等を活用した広告宣伝を行うとともに、公社ホームページ
の充実などにより、島しょ地域の特産品・観光情報等を発信する。

各指標に基づく分析

事業
収益

・ 当事業に係る事業収益はない。 

※基本財産運用収益等の公益目的事業会計の共通収益

を充当 

・ 主な外注費は、毎年度実施する、①公社年間広報業務委

託、②漁業農業短期就業体験事業実施委託等である。 

○H29とH28の主な比較は以下のとおり。 

・広報業務委託（H29:12,992、H28:16,200 △3,208） 

・漁業農業就業体験事業委託 

 （H29:6,963、H28:10,079 △3,116） 

・伊豆諸島・小笠原諸島観光振興広報業務委託 

 （H29:0、H28:4,860 △4,860） 

・新聞雑誌等広告宣伝費（H29:734、H28:1,179 △445） 

・サーバー賃借（H29:194、H28:550 △356） 

・旅費（H29:1,444、H28:1,734 △290） 

・ 外注費のうち都受託事業の再委託はない。 

 

・ 都派遣職員２名（業務課長、研修生）及び町村派遣職員

１名（業務課）を担当として充て、 

①公社年間広報業務の各種メディア、ＨＰ、ＳＮＳ等へのＰ

Ｒ、周知方法の進行管理 

②「愛らんどショップ」イベントの企画と実施 

③上記①②の実施等に係る委託業者との調整・指示 

④漁業農業短期就業体験事業の応募者対応と受入団体

等との調整 

⑤上記④の実施等に係る委託業者との調整・指示 

等の業務を行っている。 
 

7,566  5,004  4,912  5,036  4,536  

37,545  38,411  29,446  31,256  
19,956  

4,557  5,141  

5,639  6,568  

5,412  

49,668  48,556  

39,997  
42,860  

29,904  

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 
その他 外注費 人件費 

広報宣伝事業における費用（単位：千円） 

1 1 1 1 1 

2 2 2 2 2 

67% 67% 67% 67% 67% 

0%

20%

40%

60%

80%

0

1

2

3

4

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

都派遣職員 その他常勤職員 職員数に占める 

都派遣職員の割合 

職員構成（単位：人） 



事業
成果
③

主な事業成果

事業
成果
①

事業
成果
②

・ 当事業の実施を通じて、参加者が実際に各島しょ町村に

おいて漁業・農業を体験することで、島しょ地域の移住・定

住に対する理解を深めることに寄与した。 

・ H29は小笠原母島漁業でも新規に開催し、5事業から6事

業に増やしたものの、応募者は伸びなかった。（一財）全国

漁業就業者確保育成センターの「漁業就業支援フェア」と日

程が重複し応募者減となったと見込まれる。 

・今後は、移住定住支援サイトへの告知を通じて、応募者

の増加を図っていく。 

 

 ※平成29年度事業参加者のうち５名が町村の長期研修 

   や定住につながった。 

・ ホームページによる島しょ地域に関する情報の発信を通

じて、島しょ特産品及び観光情報等のＰＲを行い、島しょ地

域の認知度の向上に寄与したことで、Ｈ２９年度は、前年度

比19％増の13万件の通販サイトへのアクセスにつながっ

た。 

・今後も引き続き、通販情報を発信し、通販サイト認知度の

向上と通販利用者の拡大につなげていく。 

・ 外国語（英語、中国語、韓国語）の翻訳機能を搭載し、外

国人への情報発信力を強化した。 

・ 島しょＰＲ用静止画、動画を各種メディアに提供し掲載さ

れることで、島しょ地域の認知度の向上及び観光振興に寄

与した。 

・今後も本メディア情報を広報し、島しょ情報の発信、観光

振興事業の活用に努める。 

 

55,936 60,123 

123,042 
109,180 

130,041 

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

HPｱｸｾｽ件数（通販ﾍﾟｰｼﾞﾋﾞｭｰ）（単位：件） 

30 

22 

30 30 
28 

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

島しょ空撮静止画・動画貸出申請件数（単位：件） 

7 

15 16 

31 
28 

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

漁業農業就業体験事業応募者数（単位：人） 



３　主要事業分野に関する分析

　３－１　事業分野分析 （４／６）

事業
分野

再委
託費

職員
構成

事業
費用

地域振興に係る施設の設置・管理運営事業（施設等管理運営事業）

事業
概要

災害用木炭等備蓄の管理運営を行う。

各指標に基づく分析

事業
収益

・ 都の災害用備蓄木炭等の大島及び八丈島での保管・

管理委託に係る委託料収入を毎年度受け入れている。 

・ 経常的経費として、保管倉庫の土地賃借料、固定資産

税、保険料、光熱水費の他、保管倉庫の管理委託費があ

る。 

○H29とH28の主な比較は以下のとおり。 

・木炭購入（H29:0、H28:312 △312） 

・管理委託費（H29:815、H28:828 △13） 

・修繕費（H29:0、H28:272 △272） 

・旅費（H29:0、H28:49 △49） 

・ 当事業は都からの委託事業であるため、外注費は、全

て都受託事業の再委託費として計算している、 

・ 委託内容は上記「事業費用」記載のとおり。 

・ 担当には都派遣職員１名（業務課長）を充て、 

① 倉庫の建つ土地の賃貸借契約の締結（大島、八丈島

の各土地所有者） 

② 倉庫・木炭等の管理委託契約の締結と必要に応じた現

地調査等依頼（大島、八丈島のシルバー人材センター） 

③ 東京都との委託契約の締結（福祉保健局） 

④ 倉庫の小規模修繕の対応及び大規模修繕計画の策

定と工事管理 

等の業務を行っている。 

 

23,853  

24,535  
24,602  

24,535  24,535  

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

施設等管理運営事業における収益（単位：千円） 

3,026  2,002  1,965  2,014  1,814  

1,349  
1,156  1,502  828  

815  

9,456  
9,235  

8,883  7,667  
6,332  

13,831  
12,392  12,350  

10,509  

8,961  

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 
その他 外注費 人件費 

施設等管理運営事業における費用（単位：千円） 

1 1 1 1 1 

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

職員構成（単位：人） 

都派遣職員 

1349  
1156  

1502  

828  815  

100% 100% 100% 100% 100% 
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100%

0

400

800

1200

1600

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 
再委託費 外注費に占める 

都受託事業の再委託割合 

再委託費（単位：千円） 



主な事業成果

事業
成果
①

・ 毎年一定数の木炭・コンロの管理を行っている。 

・ 災害用物資の備蓄は、東京都地域防災計画に基づく都

の重要な役割であり、東京都からの受託により、災害用備

蓄木炭等の管理を適正に実施することで、都の施策に貢献

している。 

20,650 20,650 20,650 20,650 20,650 

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

備蓄木炭・コンロ管理（単位：箱） 



３　主要事業分野に関する分析

　３－１　事業分野分析 （５／６）

事業
分野

再委
託費

職員
構成

事業
費用

島しょ間交通網の整備に関する調査・研究及び支援事業（交通関連事業）

事業
概要

ヘリ・コミューターによる島しょ間の運航についての支援等を行う。

各指標に基づく分析

事業
収益

・ 都補助金は、運航事業者に対する公社の支援費用が対
象となっており、支援費用は増加傾向にあったが、29年度
は減少に転じた。 
・ その他自主財源は、運航事業者に対する格納庫（八丈
島）及び通信機器（各島）の貸与に係る使用料収入、また、
新聞販売店（御蔵島、青ヶ島）に対する新聞輸送料収入等
である。 
○H29とH28の主な比較は以下のとおり。 
・航空保険料（H29:15,454、H28:19,387 △3,933） 
・整備費（H29:234,020、H28:242,550 △8,530） 
・燃料費（H29:72,266、H28:67,100 5,165） 
・運航人件費（H29:78,271、H28:76,784 1,487） 

・ 主な外注費は、専門的知識を必要とする地上業務員の

育成・資格取得に係る業務の、運航事業者への委託であ

る。 

○H29とH28の主な比較は以下のとおり。 

・支払負担金（H29:548,445、H28:553,974 △5,529） 

・修繕費（H29:652、H28:1,743 △1,091） 

・地上業務員資格取得（H29:673、H28:384 289） 

 

・ 外注費のうち都受託事業の再委託はない。 

 

・ 担当には都派遣職員１名（企画管理課長）を充て、 

① 各町村からの要望を取りまとめと、その内容の運航事

業者に対する指示・調整 

② その他、各町村と運航事業者間の連絡調整 

③ 運航業者に対する年２回の事業監査実施のほか、支

援金の執行に係る指導・監督等 

④ 東京都に対する予算要求、補助金に係る実績報告等

の作成・提出 

等の業務を行っている。 

430,000  480,000  500,000  
553,974  548,445  

16,240  
16,853  17,116  

17,367  14,955  446,240  
496,853  517,116  

571,342  563,400  

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

交通関連事業における収益（単位：千円） 

都財政受入額以外 都補助金 

7,566  5,004  4,912  5,036  4,536  

171  709  446  384  673  

444,908  492,572  518,457  565,699  558,331  

452,645  
498,284  

523,814  
571,118  563,540  

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

交通関連事業における費用（単位：千円） 

その他 外注費 人件費 

1 1 1 1 1 

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

職員構成（単位：人） 

都派遣職員 



事業
成果
③

主な事業成果

事業
成果
①

事業
成果
②

・ 運航事業者への支援を行うことで、島しょ町村住民の交

通アクセスを確保し、利便性向上に寄与した。 

・ ヘリコミューターの搭乗人員は年間15,000人を超えてお

り、島しょ町村住民の重要な交通手段として利用されてい

る。 
 

 

・ 運航事業者への支援を行うことで、島しょ町村住民の交

通アクセスを確保し、利便性向上に寄与した。 

・ ヘリコミューターの搭乗率は50％を超えており、島しょ町

村住民の重要な交通手段として利用されている。 

・ 運航事業者への支援を行うことで、島しょ町村住民の交

通アクセスを確保し、利便性向上に寄与した。 

・ ヘリコミューターの就航率は80％を超えており、安定した

交通手段として、島しょ町村住民のアクセスの確保に繋

がっている。 

 

57.2% 

55.7% 

53.7% 

54.6% 54.6% 

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

搭乗率(％) 

17,456 

15,224 
15,478 

16,260 
16,450 

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

搭乗人員（人） 

91.2% 

88.2% 

86.4% 

88.1% 

89.0% 

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

就航率(％) 



３　主要事業分野に関する分析

　３－１　事業分野分析 （６／６）

事業
分野

再委
託費

職員
構成

事業
費用

東京愛らんど飲食事業(収益事業等）

事業
概要

アンテナショップ「東京愛らんど」において、島しょ地域の農水産物を活用した飲食提供を行う。

各指標に基づく分析

事業
収益

・ 都財政受入額はない。 
・ 主な収益は、基本財産運用益と「東京愛らんどショップ」
飲食分の売上還元収入（運営委託企業の売上額に対する
のマージン）である。 
・ H29の飲食収益は島じまん開催年度の前年度から減少
した。引き続き営業努力を行っていく。 
・ H26は島じまん開催年度であったが、運営委託業者の変
更や店舗改修工事による休業期間があったことが影響し、
売上が落ちた。 
○H29とH28の主な比較は以下のとおり。 
・債券・預金利息（H29:11,485、H28:11,834 △349） 
・東京愛らんど売上還元収入 

・ 主な外注費は、店舗の設備点検費や排水設備清掃委

託費である。 

○H29とH28の主な比較は以下のとおり。 

・新聞雑誌等広告宣伝費（H29:32、H28:208 △176） 

・修繕費（H29:389、H28:0 389） 

・光熱水費（H29:3,392、H28:0 3,353 39） 

・営業許可申請・更新手数料（H29:0、H28:36 △36） 

 

・その他の主な費用は何か？ 

・ 外注費のうち都受託事業の再委託はない。 
 

・ 「愛らんどショップ」飲食事業に都派遣職員１名（業務課

長）と町村派遣職員１名（業務課主任）を担当として充てて

いる。 

・ 都派遣職員においては、定期的なメニューの変更指示

や試食会実施等、委託業者に対する運営指導に加えて、

店舗設備の修繕対応も担当している。 
 

16,310  

14,127  13,771  13,958  13,473  

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

東京愛らんど飲食事業における収益（単位：千円） 

2,522  1,668  1,637  1,679  1,512  

52  327  174  174  174  

12,653  
12,173  11,748  11,210  10,171  

15,227  
14,168  13,559  13,063  

11,857  

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

その他 外注費 人件費 

東京愛らんど飲食事業における費用（単位：千円） 

1 1 1 1 1 

1 1 1 1 1 

50% 50% 50% 50% 50% 

0%

20%

40%

0

1

2

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

その他常勤職員 都派遣職員 職員数に占める … 

職員構成（単位：人、％） 



主な事業成果

事業
成果
①

・ 島しょ特産品等を使用した飲食の提供を通じ、島しょ地

域の認知度の向上や島しょ地域の産業振興に寄与した。 

・ H29の売上額は島じまん開催年度（Ｈ28）比較では3,165

千円減少したが、島じまんを開催しない年度（Ｈ27）比較で

は498千円増加した。 

・今後は、売上げ分析を踏まえ、島しょ産品を使った季節メ

ニューや人気のないメニューの見直しを図り、多くのメディア

への露出に努め、アンテナショップの認知度と売上高の向

上を図っていく。 

・ H26は島じまん開催年度であったが、運営委託業者の変

更や店舗改修工事による休業期間があったことが影響し、

36,868  
34,807  

39,062  
42,725  

39,560  

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

愛らんどショップ売上高（飲食）（千円） 



　団体経営に関する分析・評価　≪ＳＷＯＴ分析を用いた戦略分析≫

機会（ニーズの増加・役割の増大） 脅威（ニーズの減少・役割の縮小）

外
部
環
境

内
部
要
因

・　島しょの実状を理解、把握している島しょ町村
職員が派遣されることにより、職員の持つ島内事
業者等との人的ネットワークや、地域に関する情
報を活かすことで、島しょの産業、観光振興等の
各種事業を効果的・効率的に実施することができ
る。

・　消費地と島しょ地域を結ぶ航路のアクセス拠
点である竹芝ターミナルの近くに事務所が立地し
ている。

・　基本財産（出捐金）等による運用収益により、
自主財源収入を安定的に確保できる状況にあ
る。

・　職員全員が都及び島しょ町村からの派遣職員
で構成され、2～3年で入れ替わるため、職員が
調査研究など業務の専門性を深める上で、限界
がある。

・　少人数組織である中、内部管理事務の負担
が大きく、事業執行にマンパワーを十分活用でき
る状況になっていない。

・団体幹部は非常勤であり、常勤理事が存在しな
い。

・ 　航路、航空路における船・航空機の就航率の
改善や搭乗時間の短縮等により、島しょ地域へ
のアクセスがしやすくなっている。

・　公社は、都と島しょ町村の双方から出損を受
ける団体として、島しょ生産者、企業及び消費者
等から島しょ振興に関する公的機関として認知さ
れている。

・　個人の消費・嗜好が多様化している状況を踏
まえ、ＳＮＳによる外部に対する発信、主催するイ
ベントや参加イベントの内容等を工夫すること
で、島しょＰＲを効果的なものにならしめ、産業、
観光振興を図ることができる。

・　島しょにおける地理的制約等から産業、観光
振興の採算が取れにくい中、公社が公益目的で
実施する事業は、民間企業が参入しにくい分野
であり、競合他社が出現する可能性は低い。

・ 2020東京オリンピック・パラリンピック競技大会
に向け、日本全体で、インバウンド需要の増加が
見込まれる。

・　日銀のゼロ金利政策に伴う債券利回り等金利
の低下により、今後の運用益の目減りが確実な
状況となっていることから、公社事業をより効果
的に実施していく必要がある。

強み 弱み

２．現状分析・評価 



 

 

 

  

 

 

○ 今後の事業運営 

公社は、島しょ地域共通の課題解決に向けて、島しょ９町村が 55％出捐し設立された団体であり、比較的小規模な自

治体である島しょ町村行政を補完する役割を果たしてきた。 

一方、設立から約 30 年が経過し、島しょ地域の人口減少や都・町村事業の変化など、公社を取り巻く状況には変化

が生じてきている。 

特に財政面では、基本財産等の運用収入や事業収入により自律的な経営が求められるものの、長引く超低金利の影響

を受けて財産運用収益の減少が見込まれ、特定財源のない事業の事業費調達が厳しい状況にある。 

そのため、これまでの枠組みにとらわれることなく、財産運用益のみに頼らない事業展開、社会経済情勢に応じた事

業の見直しなど、自律改革を進めていく必要がある。 

今後も、都の支援の下、地域の置かれた現状や町村の意向を十分踏まえながら、特産品展示販売や地域情報の発信、

ヘリコミューター事業を実施し、伊豆諸島・小笠原諸島地域全体の振興に貢献していく。さらに、島しょ町村行政の補

完だけでなく、都事業を踏まえた事業を実施していくなど、都・町村等の動向を反映した事業展開を図っていく。 

 

 

① 公社収入額を踏まえたバランスのとれた公益目的事業の実施内容等見直し 

 公社における収入は、受取補助金や各事業からの収益によるほか、基本財産と運用財産の合計約６０億円の資金運用

で得られる収益が大宗を占めているが、近年の金融情勢により、この運用益が年々減少し、収支シミュレーションでは

平成３２年度には約５，３００万円と、２９年度決算見込額約８，０００万円と比べ、大幅に減少する見込みである。 

 

 

② 特産品展示販売事業の強化 

 「東京愛らんどショップ」や通販サイト等を含めた特産品売上高は、平成２６年度が１億９４０万円、２７年度が１

億１，８３０万円、２８年度が１億３，０００万円と着実に増加しているものの、更なる特産品ＰＲや島しょ地域の認

知度向上のためには、売上高の向上が必要である。 

限られたマンパワーの中で、売上高向上を図るには、特産品展示販売事業の販路チャネル毎の更なる分析等を踏まえた

販路の拡大や、より効果的な特産品販売の実施が課題である。 

 また、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた島しょ地域におけるインバウンド対策の必要性、

周辺地域の再開発等、近年、「東京愛らんど」を取り巻く状況が変化してきている。これらの時代の変化に即して、伊

豆諸島・小笠原諸島のアンテナショップとして求められる役割を再整理し、店舗機能や運営のあり方を検討する必要が

ある。 

   

 

③ 広報宣伝事業の強化 

 個人の消費・嗜好の多様化や社会経済状況の変化に応じて、より効果的に特産品や観光情報等の島しょ地域の魅力を

発信していくために、ＨＰや SNS で、地域に密着したより細かな町村イベントの告知等、島しょ地域に関する分かり易

い情報を多数、発信していく必要があるが、今年度は１１月時点で発信件数が２２９件と十分とは言えない状況にある。 

また、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会に向け、日本全国で、インバウンド需要の増加が見込まれ

ている。外国人観光客を島しょ地域に呼び込むために、外国人向けの広報やイベントの実施など、関係団体等と連携し

ながら、地域に密着したより細やかな情報発信の取組が求められる。 

 

 

④ ヘリコミューター利用者に対する利便性の向上等 

 伊豆諸島の地域経済の活性化及び島民の生活基盤の安定を図るため、地形等の制約から飛行場の建設が困難な小離島

において、海況による船舶欠航時に離島間の交通手段を確保することが重要である。ヘリコミューターは、島しょ町村

住民の重要な交通手段として、利便性の向上に寄与しているが、搭乗率が５０％台前半であることや、昨年度実施した

搭乗者アンケート結果による満足度が６８％であったこと等から関係町村や事業者からの意見を踏まえ、更なる利便性

向上に向けた取組が求められる。 

３．自己分析を踏まえた経営課題 

 



 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．経営課題解決のための戦略 

① 公社収入額を踏まえたバランスのとれた公益目的事業の実施内容等見直し  

② 特産品展示販売事業の強化 

③ 広報宣伝事業の強化 

④ ヘリコミューター利用者に対する利便性の向上等 

 ゼロ金利政策の導入後、公社の債券運用による金利収入の確保は非常に厳しい状況となっており、平成 29 年２

月に実施した収支シミュレーションでは、28 年度から 36 年度までの累積赤字が、約３億４千万円超となった（な

お、28 年度末の公社剰余資金（流動資産及び積立金）は約３億６千万円）。 

今後の更なる金利水準の低下や公社の事業規模拡大により、資金不足の発生が前倒しになる可能性が生じている。

このような状況下においても、公社の設立目的である島しょ地域の活性化・振興に向けた公益目的事業を実施して

いく必要がある。 

このことから、今後は、地域に密着した細やかな情報発信等の島しょ町村と緊密に連携しているという公社の強み

を活かした戦略②から④に掲げる公益目的事業への「選択と集中」による事業規模の見直し等を図りつつ、公社運

営が成り立つ現実的な後年度収支計画を毎年度策定する。なお、その見直しに当たっては、島しょ町村の意向やニ

ーズを十分踏まえながら、より効果的な事業手法等を検証していく。 

 特産品の売上向上や販路拡大を通じて、特産品 PR や島しょ地域の認知度向上を図るため、特産品展示販売事業

の取組強化を行い、島しょ地域の活性化・振興に寄与していく。 

アンテナショップ・通信販売事業においては、商品価格が適正かどうか実態調査を行い、調査結果を踏まえて、

適正な価格の導入を検討する。また、通信販売事業については、外部委託化等、経費の見直しを図る。 

公社と覚書を交わしている特産品販売促進店の新規開拓を目指していく。 

イベント出展は、「売上」・「島しょ地域の魅力発信」の両面から効果的なイベントへの出展を積極的に行う。 

また、島しょ地域のアンテナショップである「東京愛らんど」について、今後の東京 2020 オリンピック・パラ

リンピック競技大会の開催や、周辺地域の再開発プロジェクトの完成を見据え、求められる役割を再整理し、店舗

機能や運営のあり方を検討する。なお、検討に当たっては、アンテナショップの運営受託業者の選定や通信販売事

業の外部委託化において BtoC に強みを持つ事業者を選定する視点を取り入れていく。 

 東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会に向けたインバウンド需要の取り込みや、多様化する個人の

消費・趣向を踏まえ,地域に密着したより細やかな情報発信を目指し、より効果的に広報宣伝事業を実施していく。                                                                                                                                                                                                                                                         

イベントやインターネットを通じた情報発信,就業体験事業を通じた公社の情報発信力を強化する。                                                                                                                                                                                                                                                                 

インバウンド需要を取り込むため,アンテナショップを活用した外国人向けイベント等を開催する。                                                                                                                                                                                                                                                                 

各種メディアやＳＮＳを活用し,より細やかに島しょ地域や公社事業の情報発信を行っていく。 

島しょ地域への定住促進につなげるため、就業体験事業を実施し、移住・定住に繋がる情報の発信に努めていく。

事業実施に当たっては、町村との役割分担を整理し公社は本土における町村窓口としての機能を充実させるなど、

より効果的な事業実施を図っていく。 

 平成 28 年度に利用者の属性や満足度を把握する目的で実施した搭乗者アンケートについて、毎年度実施するこ

とで搭乗者の意見を把握していく。アンケート結果のほか、関係各町村・運航事業者の意見も十分踏まえつつ、実

現可能性、費用対効果を勘案しながらヘリコミューター運航の各課題に対応していくことで、搭乗者の利便性・満

足度向上の取組を進めていく。 

具体的には、平成 28 年度アンケートにおける要望内容を踏まえた利便性向上の取組や、三宅島におけるヘリコミ

ューターと新中央航空の乗り継ぎ改善に向けて、噴火災害により現在三宅島空港から約 10km 離れた位置にあるヘ

リ発着場所の移転を進める。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別取組事項 
2018 年度 

2019 年度 2020 年度 改訂の考え方 
計画 実績値(11 月末時点) 

後年度収支予測 

2019 年度の

事業計画・予

算策定に先

立ち、実績を

考慮した収

支予測を再

実施 

平成 30 年 10 月及

び11月の利回り率

を適用し、収支の

予測を実施した。 

2020 年度の事業計画・予

算策定に先立ち、実績を

考慮した収支予測を再実

施 

2021 年度の事業計画・

予算策定に先立ち、実

績を考慮した収支予測

を再実施 

― 

中期計画

（2019-2021）の策定 

部会（数回開

催予定）にお

いて内容を

検討し、公社

理事会及び

評議員会の

審議を経て、

中期計画を

策定 

各町村企画財政担

当課長等からなる

策定委員会におい

て、現計画の取組

の評価、次期計画

方針を議論し、計

画素案を取りまと

めた。 

中期計画の推進 中期計画の推進 ― 

公益目的事業の実施

内容の見直し 

公社収支予

測及び中期

計画を踏ま

え、公社理事

会及び評議

員会の審議

を経て 2019

年度事業計

画、予算の決

定 

中期実施計画素案

において、公社事

業の見直しを図る

こととした。2019

年度の事業計画及

び予算について、

中期実施計画の内

容を踏まえて策定

中 

【地域振興補助事業】 

効果検証を踏まえ、  

補助対象事業を見直す 

とともに、東京宝島事 

業を踏まえた事業実施 

 

【特産品販売事業】 

通信販売の外部委託検討

取扱商品や配送料の価格

検証 

 

【広報宣伝事業】 

都や町村事業における類

似事業を把握の上、役割

を整理 

【地域振興補助事業】 

効果が高い事業につい

て、情報共有の実施 

 

【特産品販売事業】 

検討結果に応じた、通

信販売の外部委託や価

格改定の実施 

 

【広報宣伝事業】 

都・町村事業を踏まえ

た事業実施 

中期計画の記

載内容を踏ま

えた、具体的な

取組内容を記

載 

 

【３年後の到達目標】 
限られた財源の下、東京オリンピック・パラリンピックや地方創生に向けた気運の高まりを契機として、特産品の販路拡大や

島しょ地域のＰＲにおいて公社の存在意義を発揮していくため、2018 年度に中期計画を策定し、必要な事業見直し等を行い、後

年度収支予測（平成 29 年２月実施）からの改善を図る。 

５．2020 年までの 3年間の取組事項 

① 公社収入額を踏まえたバランスのとれた公益目的事業の実施内容等見直し 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別取組事項 
2018 年度 

2019 年度 2020 年度 改訂の考え方 
計画 実績値(11 月末時点) 

イベント出展 

概ね前年度

のイベント

出展件数を

確保し、その

うち少なく

とも２件を

新規イベン

トとする。 

出展件数：23 件 

（うち新規出展 9

件） 

概ね前年度のイベ

ント出展件数を確

保し、そのうち少

なくとも２件を新

規イベントとす

る。 

概ね前年度のイベ

ント出展件数を確

保し、そのうち少

なくとも２件を新

規イベントとす

る。 

― 

東京諸島特産品

販売協力制度 

特産品取扱

店舗を２店

舗新規開拓

し、取扱店舗

数 18 店を目

指す。 

覚書を取り交わし

ている特産品取扱

店数：22 店舗 

（うち30年度新規

締結店数：4店舗） 

特産品取扱店舗を

２店舗新規開拓

し、取扱店舗数 24

店を目指す。 

特産品取扱店舗を

２店舗新規開拓

し、取扱店舗数 26

店を目指す。 

特産品取扱店数について、

2018 年度目標を 18 店と設定

していたが、2018 年度時点で

22 店となり目標に達したた

め、2019 年度及び 2020 年度

の目標を再設定する（2 店舗

ずつ増加）。 

愛らんど運営部

会において、今

後のあり方検討

等 

部会での検

討結果取り

まとめ 

 

外部への基

礎調査委託 

検討の基礎資料と

するため、監理団

体経営目標評価委

員の意見を踏まえ

た調査を実施中 

 

部会での検討結果

取りまとめは、調

査終了後に実施予

定 

部会での検討結果

取りまとめ（9月） 

調査・検討結果を

踏まえた、事業実

施 

 

部会での検討結果

及び基礎調査の結

果に基づき、必要

に応じた改修工事

実施設計 

必要に応じた改修

工事（閑散期（12

～2月等に実施予

定） 

評価委員意見を踏まえ、今後

のアンテナショップのあり

方検討の実施に伴う変更 

アンテナショッ

プ周辺地域の再

開発など、今後

のあり方検討に

向けた関連情報

の収集 

アンテナシ

ョップ周辺

地域の再開

発等リニュ

ーアルに向

けた関連情

報の収集 

関係者に聞き取り

を行い、竹芝地区

開発に係る情報収

集に努めた。 

2020 年度に向けた

運営事業者の募

集・選定・決定 

新しい委託業者に

よる運営開始（う

ち閑散期に工事に

よる営業休止可能

性あり） 

評価委員意見を踏まえ、今後

のアンテナショップのあり

方検討の実施に伴う変更 

 

【３年後の到達目標】 
 島しょ地域特産品の認知度向上を図るため、毎年度、新たな出展イベントや特産品取扱店舗を開拓するとともに、アンテナシ

ョップのリニューアルを実施することで、特産品売上高１億５，２００万円を達成している。 

※売上高の目標値は、リニューアル工事に伴う店舗閉鎖や運営業者の変更がないものとして積算 

 

 ・毎年度２件の新規イベントへの参加を実現 

 ・販売協力店 26 店舗 

② 特産品展示販売事業の強化  



 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別取組事項 
2018 年度 

2019 年度 2020 年度 改訂の考え方 
計画 実績値(11 月末時点) 

ＨＰや SNS で

の情報発信 

各島と連携し、

地域情報の発

信を前年度比

約５％増やし、

情報発信件数

362 件を目指

す。 

情報発信件数：231

件 

情報発信の目的を

インバウンドや特

産品 PR、移住定住

等に分類の上、そ

れぞれのターゲッ

トをしぼったより

効果的な情報発信

のあり方を検討す

る。その上で、目

的別に情報発信件

数の目標を設定 

前年度までの情報

発信状況を分析の

上、より効果的な

情報発信を図る。 

委員意見を踏まえた改訂 

就業体験事業

のあり方検討 

就業相談イベ

ントでの周知

を図り、就業意

欲のある応募

者を２人増や

し、応募者数

35人を目指す。 

応募者数：17 人 

（6箇所中5事業実

施済） 

町村独自の就業体

験事業の把握、町

村の意見聴取 

役割分担を踏まえ

た事業実施 

移住希望者に対す

る情報提供体制を

整備し、町村情報

を統合した窓口機

能の強化 

独自で就業体験事業を行

っている町村があることか

ら、町村との役割分担を整理

し公社は本土における町村

窓口としての機能を充実さ

せるなど、より効果的な事業

実施を図るため、取組事項を

改定。 

プレスへの 

情報発信 

2017 年度イベ

ントの課題検

証、より効果的

なイベントの

実施・発信 

欧米豪の外国人を

対象とした店舗イ

ベントを実施し、

37 人が参加した。

（2017 年度はアジ

ア系 25 人参加） 

イベントへプレス

を誘致する等プレ

スへの情報発信を

強化する。 

プレスを誘致した

イベント回数２件 

プレスに取り上げ

られた回数や 2019

年度イベントの課

題や効果検証を行

い、より効果的な

情報発信を図る。 

委員意見を踏まえた改訂 

 

【３年後の到達目標】 
 島しょ町村の意向を踏まえた細やかな情報発信による島しょ地域のＰＲが図られている。ＨＰ等での情報発信、アンテナショ

ップにおけるイベントの実施や就業体験事業を通じて、島しょ地域及び特産品が広くＰＲされている。 

 

・情報発信の目的及びターゲットを明確化し、より効果的な情報発信を図る。 

・町村事業を踏まえた就業体験事業の実施 

 移住希望者に対する情報提供体制を整備し、町村情報を統合した窓口機能の強化に向け検討を行う。 

③ 広報宣伝事業の強化  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別取組事項 
2018 年度 

2019 年度 2020 年度 改訂の考え方 
計画 実績値(11 月末時点) 

アンケート調査 

12月実施（予

定）必要に応

じたアンケ

ート項目の

変更 

12 月実施予定 

12 月実施（予定）

必要に応じたアン

ケート項目の変更 

12 月実施（予定）

必要に応じたアン

ケート項目の変更 

 

利便性等の向上

に向けた取り組

み 

2017 年度ア

ンケート結

果を踏まえ

た取組の実

施 

（キャンセ

ル対策の検

討など） 

公社、運航事業者、

東京都を検討メン

バーとするキャン

セル対策検討会を

設置し、新たなキ

ャンセル料金案を

検討中（12 月に料

金案完成予定） 

2018 年度アンケー

ト結果を踏まえた

取組の実施 

 

新キャンセル料金

の導入（6月頃） 

2019 年度アンケー

ト結果を踏まえた

取組の実施 

現在、検討を行っている新

たなキャンセル料金を導入

してキャンセルにつながる

予約を抑止し、座席を確保す

ることで、ヘリコミューター

利用者の利便性向上を図る。 

三宅島離発着場

所の移設（ヘリ

ポートから三宅

島空港）支援 

三宅島空港

への移設（10

月目途）に向

けた関係者

調整 

H30.11.1 に、ヘリ

発着場を三宅島ヘ

リポート内から三

宅島空港内に移設

した。 

移設後の課題調査 移設後の課題調査 

 

 

【３年後の到達目標】 
ヘリコミューターの利用者アンケートを実施し利用者の意見を把握し、利便性・満足度向上に向けた取組を実施する。また、

新キャンセル料金の導入により不要な予約や直前キャンセルを抑止し、搭乗機会を創出すること等により、搭乗率 60％以上を達

成している。 

④ ヘリコミューター利用者に対する利便性の向上等  
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